
会社概要（2020年4月1日現在）

九州

大阪

東京

設立 1987年4月1日

本社 福岡市博多区博多駅前3丁目25番21号

資本金   160億円

発行済株式数   157,301,600株

子会社・関連会社   子会社  54社
　　　　　　　　　　　　　　　  (うち連結子会社44社)
　　　　　　　　   関連会社 5社
　　　　　　　　　　　　　　　  (うち持分法適用関連会社1社)

3．事業内容
（不動産・ホテルセグメント）

2．事業内容
（運輸サービスセグメント） 5．データ 6．その他4．事業内容

（その他のセグメント）１．会社概要

連結セグメント別の主な事業内容
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鉄道事業、バス事業、船舶事業等
・連結子会社（5社）
　豊肥本線高速鉄道保有（株）、JR九州バス（株）、JR九州高速船（株）、
　JR九州サービスサポート（株）、JR九州リネン（株）

建設業、車両機械設備工事業、電気工事業等
・連結子会社（6社）
　九鉄工業（株）、三軌建設（株）、JR九州エンジニアリング（株）、
　JR九州電気システム（株）、JR九州コンサルタンツ（株）、JR九州住宅（株）

小売業、飲食業、農業
・連結子会社（8社）
　JR九州リテール(株)、JR九州ドラッグイレブン(株)※、JR九州フードサービス(株)、
　JR九州ファーストフーズ(株)、
　(株)トランドール、(株)萬坊、
　上海JR餐飲管理有限公司、
　JR九州ファーム(株）

※JR九州ドラッグイレブン(株）は、
　2020年５月28日の一部株式譲
　渡に伴い持分法適用関連会社と
　なりました。

不動産賃貸業（商業施設、オフィス、マンション等）、
不動産販売業（分譲マンション）、ホテル業、駐車場運営、シニア事業等
・連結子会社（18社）
　JR九州駅ビルホールディングス（株）、（株）JR博多シティ、（株）JR小倉シティ、（株）JR長崎シティ、
　（株）JR大分シティ、(株)JR熊本シティ、(株)JR鹿児島シティ、(株)JR宮崎シティ、JR九州ビルマネジメント（株）、
　JR Kyushu Capital Management(Thailand)Co., Ltd.、
　JR九州ホテルズアンドリゾーツホールディングス（株）、JR九州ハウステンボスホテル(株)、
　JR九州ホテルズ(株)、JR九州ステーションホテル小倉(株)、
　（株）おおやま夢工房、JR Kyushu Business Development(Thailand)Co., Ltd.、
　JR九州レンタカー＆パーキング（株）、JR九州シニアライフサポート（株）

建設機械販売・レンタル、広告業、ゴルフ場経営等
・連結子会社（7社）
　キャタピラー九州(株)、JR九州エージェンシー(株)、
　JR九州リゾート開発(株)、JR九州商事(株)、
　JR九州システムソリューションズ(株)、JR九州ライフサービス(株)、
　JR九州ビジネスパートナーズ(株)
・持分法適用関連会社（1社）
　JR九州セコム（株）
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※　EBITDA＝営業利益＋減価償却費 + 経営安定基金運用収益（セグメント間取引消去後、転貸を目的としたリース資産に係るものを除く）
　　EBITDAマージン＝EBITDA÷営業収益
※　20/3期の業績は新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、鉄道旅客運輸収入の大幅な減少等の影響を受けております。

ハイライト（連結）

収益構造（2020年3月期・連結）
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（セグメント間取引消去後、転貸を目的としたリース資産に係るものを除く）

※営業利益、EBITDAのセグメント割合は、セグメント間取引消去前の数値を基に算出
※％は小数第1位四捨五入（合計が100％にならない場合あり）
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経営計画
経営計画の体系と2030年長期ビジョン
経営環境が大きく変化していく中で、JR九州グループの「あるべき姿」を実現するため、新たに「2030年長期ビジョン」を策定しました。

経営数値目標（連結）※1

「JR九州グループ 中期経営計画 2019‒2021」の位置づけと重点取り組み
前中期経営計画からの課題および長期ビジョンからのバックキャストを踏まえ、 本中期経営計画では、
以下の3点を重点取り組みと位置づけます。

あるべき姿
おこない

≪経営計画の体系≫

長期ビジョン

あるべき姿、
おこないは

堅持

新たに策定

 中期経営計画
 2019 - 2021

毎年の事業方針

安全とサービスを基盤として九州、日本、
そしてアジアの元気をつくる企業グループ

あるべき姿

安全・安心なモビリティサービスを軸に地域の特性を活かした
まちづくりを通じて九州の持続的な発展に貢献する

2030年長期ビジョン

誠実／成長と進化／地域を元気に

おこない

・お客さまや地域社会を豊かに
  することで九州の持続的な発展に
  貢献し、九州の元気をつくる
・事業の軸足である九州で
  強みを確立した事業については、 
  日本、アジアへ展開

・九州のモビリティサービスを担う企業グループとして、人口減少や自然災害等の脅威に対応するため、新たな技術の
  取り込みや他社との連携により、安全・安心を基盤とした持続可能なモビリティサービスの構築に挑戦
・モビリティサービスを軸としたまちづくりを通じて、住みたい、働きたい、訪れたい九州に貢献
  （定住・交流人口拡大、雇用創造）

・日本、アジアで事業を磨き、
  九州に還元

JR九州グループ  中期経営計画 2019‐2021
次の「成長ステージ」に向けて

株式上場
（2016.10）

JR九州グループ
中期経営計画
2016‐2018

やさしくて力持ちの
“総合的なまちづくり
企業グループ”を目指す

2030年長期ビジョン

安全・安心な
モビリティサービスを

軸に地域の特性を活かした
まちづくりを通じて九州の
持続的な発展に貢献する

株式上場を契機とした
経営基盤強化

「強靭な鉄道づくり」
「積極的なまちづくり」の

継続的な推進

更なる経営基盤強化

ESG 安全とサービス 人づくり

1
重点

取り組み

都市部人口増加・
インバウンド需要・

規制緩和等の機会の
着実な取り込み

新技術・
新たなビジネスの
取り込み加速化

人口減少や自然災害等の
脅威に対応した

事業の持続性確保

収支改善による持続的な鉄道サービスの構築

拠点地域の戦略的まちづくり

主力事業の更なる収益力強化

更なる収益機会の追求

新たな領域における成長と進化

技術革新をとらえた事業の進化
九州で培った強みの活用

2
重点

取り組み

3
重点

取り組み

生産性の向上

駅を拠点としたまちの価値向上
福岡都市圏での積極的な事業展開

JR九州グループの
風土に

「新たな事業と九州外
エリアへの挑戦」

から次のステップへ

［参考］ROE

※1 2018年度数値は、新しいセグメント区分に組み替えたもの（P15参照）
※2 セグメントの営業収益、営業利益については、セグメント間取引消去前

営業利益営業収益
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セグメント名
2018年度 2021年度 2018年度 2021年度

営業収益※2 営業利益※2

運輸サービス 1,818 1,840 274 210
鉄道運輸収入の増加により増収
税制特例措置廃止、減価償却費の増加等に伴う
費用の増加により減益

熊本駅ビル・宮崎駅ビルの開業により増収
収益・費用計上区分見直しに伴う
費用の増加により減益

新幹線関連工事等により増収
人件費等の費用の増加により減益

新規出店により増収増益

グループ外への売上拡大等により増収増益

建設 938 980 62 60

不動産・ホテル 900 1,130 254 240

流通・外食 1,040 1,150 34 40

その他 726 760 22 25

合計 4,403 4,800 638 570

（+21） （▲64）

（+41） （▲2）

（+229） （▲14）

（+109） （+5）

（+33） （+2）

（+396） （▲68）

主な増減要因

単位：億円、 （　）内は対2018年度増減額
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